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図 2-1に示すように、厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所の推計（平成 18 年 12
月、（出生中位，死亡中位）推計）によると、2050 年には、わが国の人口は約 95 百万
人となるとされており、これまで経験したことのない社会的な局面に直面している。 
  また、0 歳から 14 歳までの年尐人口、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口が減尐し、
65 歳以上の老齢人口が増加しており、上記推計によれば、高齢化率は、2050 年には現









とが求められている。1997 年 12 月に採択された京都議定書において、わが国は二酸化
炭素(CO2)を初めとする温室効果ガスを、2008 年から 2012 年までに、1990 年比で 6%
削減することが定められている。 
図 2-2に示すように、2003 年度部門別 CO2 排出内訳によると、運輸部門は、わが国







  上記推計によれば、2050 年には、人口減尐や高齢化の進展に伴い、生産年齢人口が




























図 2-1 将来推計人口 
 
図 2-2部門別 CO2 排出内訳 
データソース：温室効果ガスイベントリオフィス(GIO)資料 








の衰退が深刻化している。図 2-3は、わが国の DID 面積と DID 居住人口を示したもの
であり、1970 年からの 30 年間で、DID 面積は 2 倍に、人口密度は、3/4 になっている。 


































































２０～３０万人 ３０～５０万人 ５０万人以上 
























































出典：新しい都市計画はいかにあるべきか（第一次答申）（社会資本整備審議会平成 18年 2 月） 
図 2-4 地方都市における人口規模別の中心部の人口の推移（平均）   
出典：都市計画年報 





















２０～３０万人 ３０～５０万人 ５０万人以上 




 出典：新しい都市計画はいかにあるべきか（第一次答申）（社会資本整備審議会平成 18年 2 月） 
図 2-5地方都市における人口規模別の中心部の事業所数の推移（平均） 
 





















3        4        5        6        7        8        9       100        1        2        3 6  7  8  9  10
資料：東京都市圏パーソントリップ調査データ            
（トリップ時間をもとに平均的な速度で距離に換算） 
































































































資料：東京都市圏パーソントリップ調査データ             
図 2-7トリップ長別代表交通手段の変化 






















がある。こ の 研 究 は 、 1960 年代から みられ、 Gilbert&Dajani(1974) １ ） や
Edwards&Schofer(1976) 2)は、仮想都市において交通エネルギーを試算し、エネルギ






90 年代に入り、松岡・森田ら(1992)6)は、都市配置と CO2 の関係について実証分析
を行い、森本・古池(1995) ７)は、実在都市の土地利用分布と運輸エネルギーとの関連を
























































































































運営を原則としてきたわが国においては一般的ではなく 53) ～55) 、それを実現するため
には、これまでとは異なる様々な変革が必要であること 56）～60) 、ヨーロッパなどは異
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ＪＲ富山港線の概要は、路線延長 8.0km で、富山駅から岩瀬浜駅まで、10 駅を有す 
23 
 
る卖線電化路線で、平成１８年２月に廃止となる直前の状況は、表 3-1、表 3-2、図 3-3 
に示すとおりである。  
出典：富山市統計書 























































































































たものであるので、以後は上記 58 億円について述べる。 
  この事業費 58 億の主体別支出額は、図 3-6に示すように、国約 22 億円、富山県約 9
億円、富山市約 17 億円、ＪＲ西日本約 10 億円となっている。ここでの特徴は、全体
の約 4 割に当たる費用を国が負担していること、ＪＲ西日本が約 10 億という多額の費
用を負担していること、結果として、市の負担が全体の 3 分の 1 以下の約 17 億円に収
まっていることである。 
これには、二つの理由がある。一つ目の理由は、後述するが、北陸線富山駅の連続立
体交差事業注 1)から負担金が約 33 億円充てられたこと、また供用区間の軌道路盤整備に
街路事業(事業費 8 億円)、車輌の購入費用等にＬＲＴシステム整備費事業注 2)(事業費 7
億円)等の国からの補助事業を活用したことである。これにより、富山市の卖独事業が


























富山市   約１７億円 
約１７億円 
 国    約２２億円 
約２２億円 
（ＪＲ西日本 約１０億円） 

































































  富山ライトレールは、「富山駅北」電停～「岩瀬浜」駅間の 7.6km を片道約 25 分で
運行している。ＪＲ富山港線時と比較して、運行本数を約 3.5 倍の 132 本に増発し、表
3-3に示すように、朝のラッシュ時には 10分間隔、日中は 15分間隔の運転としたほか、
運行時間帯も、始発時刻を 6 時台から 5 時台に終電を 21 時台から 23 時台に延長し、
サービスレベルを大幅に向上している。 





































































































































































出典：富山港線の概要（富山市平成 18 年 4月） 
 
図 3-8 沿線地区まちづくりの概要  



























































































































   
 
 
時 期 主 体       内      容 
H  7.7 富山市 庁内研究会で富山駅南北一体的まちづくりの検討開始 
H 11.3 富山市 富山市都市マスタープラン発表 
H 11 富山県 JR西日本から富山港線路面電車化構想の受領 
富山市 富山市中心市街地活性化基本計画の策定 
H 12 国 踏切道等総合対策事業創設、連立事業が可能となる。 
富山市 富山市公共交通活性化基本調査で富山港線と市内軌道直通化
を提言 
H 13.4  国 北陸新幹線が富山まで事業認可 
H 15.1 富山市 庁内研究会で富山港線路面電車化検討開始 
H 15.4  国 富山駅周辺地区連続立体交差事業調査採択 
H 15.5 富山市 市長が市議会で富山港線の路面電車化を発表 
H 15.7   富山市 富山港線路面電車化検討会発足 
H 16.1    富山市 富山港線路面電車推進室設置 
 市長が JR西日本社長と会談し協力を要請 
H 16.3   富山市 市議会で路面電車化関連予算案承認 




 国 富山駅周辺地区連続立体交差事業着工準備採択 
H 16.5 富山市 JR西日本との基本協定 
H 16.10  富山市 綾田北代線・富山駅北線特殊街路の都市計画決定 
H 16.11  国 鉄道事業の許可、軌道事業の特許 
H 17.2 国 工事施工認可（ＬＲＴ工事着手） 
H 17.3 富山県 富山駅周辺連続立体交差事業の都市計画決定 









昭和 62 年 3 月 新都市拠点整備事業総合整備計画策定調査 
平成 63 年 3 月 「とやま都市 MIRAI 推進協議会」の設置 
平成元年 2 月 富岩運河環水公園の都市計画決定 
平成元年 3 月 新都市拠点整備事業の大臣承認 
平成元年 6 月 富山駅北土地区間整理事業の都市計画決定 
平成元年 9 月 富山駅北土地区間整理事業の事業計画決定 
平成 4 年 2 月 「ふるさとの顔づくりモデル土地区画整理事業」のモデル地
区に指定 
平成 5 年 4 月 多目的広場（歩行者専用道路）の都市計画決定 
平成 5 年 10 月 富山駅土地区画整理事業仮換地指定 
平成 6 年 3 月 公開空地工事着手 
平成 6 年 5 月 ｢とやま高度情報センター｣、「富山市芸術文化ホール」着工 
平成 7 年 6 月 「街並み・まちづくり総合支援事業」総合基本設計書の提出 
平成 8 年 6 月 ｢とやま高度情報センター｣、「富山市芸術文化ホール」完成 
平成 12 年 7 月 「とやま都市 MIRAI 計画」主要事業完成式 








































種別 面積 ha（％） 整備・立地施設等 
公共用地計 8.9 （43.4） 就業人口 
10,000 人 
居住人口 










宅地計 11.5 (56.1) 勤労者総合福祉センタ




敷地約 8,628 ㎡ 
北陸アーバンビル 
敷地 3,497 ㎡ 
とやま女性総合センタ
ー 





















表 4-3 とやま都市 MIRAI 事業の土地利用計画（施行後） 
 
 
表 4-2 とやま都市 MIRAI 事業の経過 
 
 
出典：都市居住環境整備重点地域の指定に関する検討調査検討報告書（国土交通省平成 19年 3月） 
 
 








































































































図 4-2  富山駅付近連続立体交差事業の工事手順 
：とやま都市ＭＩＲＡI パンフレット（富山県） 
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富山駅側の 1.5km を廃止し、変わりに 1.1km の軌道線を新設するとともに、富山港線
全体を路面電車化するという案を示し、各案の優务を検討した。 















便  益 路面電車化 連続立体交差化 
所要時間短縮 ９０ ５７ 
移動費用低減 ９ ９ 
交通事故軽減 ４ ３ 
CO2排出等削減 ２ １ 
道路混雑緩和 ２０１ １１９ 




















表 4-5 検討された案の便益試算（３０年間分） 























































































































































  わが国の営業用路面電車は、1895 年に京都電気鉄道会社が、京都市内で 6.4km を開
業したのが最初である。その後、路面電車は、都市内の公共交通としてわが国の主要な
都市に設置され、全国 70 都市で、延べ 103 事業者が開業し、全盛期には 83 事業者が
存在した 1)、2) 。その後、1960 年代の高度経済成長時代になると、モータリゼーション
の進展による自動車交通量の急激な増大に伴い、都市内の交通混在が深刻化し、路面電
車の定時性確保が困難になっていった。利用者が減尐する一方で、交通混雑緩和のため
の車線確保の社会的ニーズが高まり、1960 年から 1990 年までの 30 年間に、事業者数
の約 6 割、路線数の約 8 割が廃止され、現在 21 の都市で 20 事業者が営業している 3) 。 




















  この結果、イギリスでは、路面電車は、ブラックプールを除いて 1960 年代に全廃さ
れた。また、フランスでは、かつて 122 都市にあり、最盛期の 1930 年代は、約 70 都
市で総延長 3,400km 存在した路面電車が、1950 年代には、マルセイユ、リール、サン
ティチェンヌの 3 都市を除いて廃止された。 
  しかし、1978 年カナダのエドモントンで世界初のＬＲＴが整備されて以降、フラン
スでは、ナント(1985 年)、グルノーブル(1987 年)、パリ(1992 年)、ストラスブール
(1994 年)、ルーアン(1994 年)、リヨン(2001 年)などで新設され、上記三都市もシス
テムの更新が行われ、その他にも数都市で計画されるなど、都市内の公共交通として復
権している。 













  しかし、1970 年代に入り大気汚染や自動車事故が深刻化し、都市の公共交通が見直
され、路面電車の近代化に取り組んだ。新しく開発された車両はＬＲＶと呼ばれたが、
高価であったため普及しなかったが、ＬＲＴシステムは 1978 年のエドモントン以降広












（Local Transport Plan、地域交通計画）、フランスにおいける PDU（都市圏交通計



















































時 10 分、昼間 15 分、早朝・深夜 30 分の間隔での運行を計画した。運行本数は、従来
の約 3.5 倍に相当する。また、運行時間も、始発時刻を 6 時台から 5 時台に、終発時刻




























具体的には、3.2 で述べたように、約 58 億円の設備投資を鉄軌道事業者でなく公共

































































































































                      出典：国勢調査 


















人口は、1975 年から 2005 年までの国勢調査データを使用し、鉄道・軌道駅データ
は、2000 年 10 月時点のものを使用し、経年的比較を行うため、合併前の旧富山市にお
いて分析した。 
 旧富山市においては、図 5-3 に示すように、1975 年から 2005 年までの 30 年間に、
人口は 29 万人から 32 万 5 千人まで、微増している。しかし、駅勢圏人口は 19 万 4 千































































































































































































































































































図 5-8自動車の使えない人の性別内訳    
出典：富山市の公共交通に関する市民意識調査 









































































































































































































































・朝夕のラッシュ時  30分～1 時間に１本→30 分に１本 
・昼間のオフピーク時 １時間～２時間に１本→30 分に１
本      
・最終便の時間（富
山駅発） 
















                                   出典：富山市 
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北」を除く富山ライトレール各駅から半径 300m のエリアに居住する 10,788 世帯を対
象に、町会を通じてアンケート調査表を配布し郵送で回収した。その結果、25.7%にあ











調 査 日 平成１８年度： 10月 12日（木）、10月 15 日（日） 平成１９年度： 10月 25日（木）、10月 28 日（日） 
調査対象 ライトレール利用者（始発～各駅 17 時発便まで） 
調査方法 
各駅ですべてのライトレール乗車客に調査票を配布し、郵送で回収する。




























 配布 回収 回収率 OD数 OD 全数 拡大率 
10月 12日(木) 2,237 通 870通 38.9％ 1,233 4,988 4.0 
10月 15日（日） 1,925 通 596通 31.0％     725     5,576       7.7 
合  計 4,162 通 1,466通 35.2％ － － － 
10月 25日（木） 2,129 通 731通 34.3％ 1,108 4,720 4.3 
10月 28日(日) 1,632 通 465通 28.5％ 603 3,893 6.5 
合  計 3,761 通 1,196通 31.8％ － － － 
 
  





 配 布 日 平成１８年１０月初旬 
調 査 対 象 ライトレールの駅勢圏（半径３００m）を対象に調査。 










 世       帯 対 象 人 口 
配 布 数 10,788 24,812 
回 収 数 2,770 5,502 

















配 布 日 平成 20年 2月下旬 
調査対象 ・新たに宅地開発された住宅地に立地する新築住宅 





ポ ス テ ィ
ング件数 
・下奥井周辺の宅地開発  22 件 
・越中中島周辺の宅地開発  5件 
・蓮町周辺の宅地開発    7件  
 計 34件 
回 収 率  18 件 （回答率 53％） 
表 6-2 沿線住民アンケート調査概要 
 




















 富山ライトレールの平日の総交通量は、図 6-1 に示すように、平成１８年は、4,988
トリップ、平成１９年は 4,720 トリップで、ＪＲ富山港線時の 2,266 トリップに比べる



















サンプル数 ７９  









































蓮　町 大広田 東岩瀬 競輪
場前
岩瀬浜 乗車計
富山駅北 8 57 147 175 125 298 107 437 79 156 56 358 2,005
ｲﾝﾃｯｸ本社前 3 0 8 14 6 24 8 28 10 9 4 14 129
奥田中学校前 40 1 11 48 51 25 4 19 13 9 5 9 235
下奥井 146 9 2 1 3 4 1 21 7 9 1 4 210
粟島(大阪屋ｼｮｯﾌﾟ前) 120 21 31 1 0 6 7 17 3 8 3 25 241
越中中島 121 13 51 0 0 5 3 4 2 5 0 5 210
城川原 252 31 19 2 2 5 0 11 7 10 3 22 365
犬島新町 109 14 7 3 2 1 0 1 2 2 1 0 143
蓮　町 388 43 31 17 13 6 13 1 3 4 2 17 540
大広田 73 24 12 8 2 2 4 2 5 0 1 5 139
東岩瀬 156 17 12 12 5 4 12 1 3 0 0 9 232
競輪場前 48 7 6 0 4 0 4 0 3 0 0 2 75
岩瀬浜 343 27 9 5 23 5 17 1 19 5 8 1 464








  また、時間帯別交通量は、図 6-2 に示すように、ＪＲ富山港線時と同様、平成１８，
１９年ともに、7~8 時台が最も多く、次に 17~18 時台が続いている。しかし、ＪＲ富











  まず、目的別交通量をＪＲ富山港線時と富山ライトレール時で比較すると、図 6-3に
示すように、開業直後の平成１８年は、通勤目的が、807 トリップから 1,500 トリップ
と 700 トリップも増加しており、帰宅目的を除いて増加量が最も多く、伸び率も 1.9
倍となっている。 
  また、買い物、通院、その他を目的とした日常的な利用目的もそれぞれ増加しており、















蓮　町 大広田 東岩瀬 競輪
場前
岩瀬浜 乗車計
富山駅北 - - 1.38 - 1.71 1.61 - 1.44 1.16 1.30 3.97 2.08
ｲﾝﾃｯｸ本社前 - - - - - - - - - - - -
奥田中学校前 - - - - - - - - - - - -
下奥井 1.46 - - - 0.00 2.07 - 6.86 3.66 1.32 2.05 1.73
粟島(大阪屋ｼｮｯﾌﾟ前) - - - - - - - - - - - -
越中中島 1.60 - - 0.00 - 0.00 - 1.01 0.00 0.84 1.26 1.43
城川原 1.51 - - 0.00 - 0.00 - 0.00 2.41 2.54 3.73 1.78
犬島新町 - - - - - - - - - - - -
蓮　町 1.34 - - 16.99 - 2.08 0.00 - 0.00 4.18 0.93 1.53
大広田 1.02 - - 3.85 - 2.16 1.08 - 0.00 0.00 5.03 1.63
東岩瀬 1.35 - - 1.73 - 1.08 11.87 - 3.23 0.00 9.05 1.57
競輪場前
岩瀬浜 3.64 - - 2.62 - 0.75 2.39 - 1.05 0.00 2.79 3.16
降車計 1.94 - - 1.78 - 1.62 2.00 - 1.66 1.73 1.49 3.70 2.20
72 
 
通動向と異なり、その増加数は 486 トリップで全体の 10%未満に過ぎない。 
 一方、平成１９年は、平成１８年同様、通勤目的が 1,448 トリップ、帰宅目的が 1,978
トリップと多くなっているが、観光目的、ライトレール乗車目的の交通がそれぞれ平成
１８年の 6 割、3 割と大幅に減尐していること、買い物、通院といった日常的な交通も








































～6 7～8 9～10 11～12  13～14 15～16  17～18  19～20  21～











































  通勤目的の交通量は、上述したように平成１８年は、ライトレール化以前の 807 ト 

























































ちの 57%にあたる 33 件が、通勤先として富山ライトレールの利便性の高さを重視し、
表 6-7に示すように、2/3 は、「富山駅北」以外の駅周辺を選定している。 
また、富山ライトレールの利便性の高さを重視した人の個人属性を、通勤目的利用者



























 件数 割合 
１．富山駅北 10 33.3% 
２．ｲﾝﾃｯｸ本社前 4 13.3% 
３．奥田中学校前 1 3.3% 
４．下奥井 2 6.7% 
５．粟島 4 13.3% 
６．越中中島 0 0.0% 
７．城川原 3 10.0% 
８．犬島新町 0 0.0% 
９．蓮町 2 6.7% 
10．大広田 1 3.3% 
11．東岩瀬 2 6.7% 
12．競輪場前 0 0.0% 
13．岩瀬浜 1 3.3% 
75 
 






























１．車両、駅舎デザインがよいから 3.5% 2.3% 0.0% 0.0% 2.0% 2.1%
２．本数が増えたから 40.1% 37.1% 15.6% 41.6% 35.7% 37.6%
３．段差がなく電車に乗れるなどバリアフリー
　　だから 0.0% 0.0% 31.2% 2.4% 5.5% 2.4%
４．朝早く、夜遅くまで運行しているから 29.4% 16.3% 18.8% 24.4% 23.9% 19.9%
５．料金が均一で分かりやすいから 1.2% 9.3% 9.4% 4.9% 5.0% 5.9%
６．昼間割引や、パスカ（ＩＣ）カードにより安く
　　使えるから 3.5% 14.0% 9.4% 14.6% 9.0% 10.2%
７．新しい駅が増えたから 14.1% 14.0% 6.3% 7.3% 11.4% 10.2%
８．話題性があり、周りの人も使っているから 0.0% 2.3% 0.0% 0.0% 0.5% 4.1%
９．車内が快適だから 0.0% 0.0% 3.1% 2.4% 1.0% 1.0%
１０．使っていた地鉄バスが廃止になったから 3.5% 4.7% 3.1% 2.4% 3.5% 4.2%
１１．その他 4.7% 0.0% 3.1% 0.0% 2.5% 2.4%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
表6-9 目的別転換理由  























① 運行本数 4.3 3.9 4.0 4.5 3.4 4.5 4.6 4.7 4.4 
② 運賃 4.0 3.3 4.3 4.4 4.1 4.8 4.9 4.8 4.5 
③ 時間の正確さ 3.4 3.3 3.9 4.0 3.8 4.5 4.3 4.4 4.3 
④ 駅の快適性・使いやすさ 3.8 3.6 3.9 4.0 3.8 4.5 4.3 4.4 4.3 
⑤ 駅への行きやすさ 3.7 3.6 3.9 3.9 3.8 4.0 4.1 4.1 4.2 
⑥ 始発・終発時刻 4.2 3.6 4.0 4.4 4.1 4.1 4.6 4.4 4.3 
⑦ 混雑具合 2.8 2.2 3.2 3.3 2.9 3.8 4.0 3.8 3.3 
⑧ 車両の快適性 3.3 2.7 3.7 3.9 3.3 4.2 4.6 4.3 3.9 





このことから、運行頻度を朝ラッシュ時 10 分、昼間 15 分早朝・深夜 30 分に高頻度







































































買い物に出かけた人）が 40 人前後いた。 




















































































れ 50%、79%が 60 歳以上であり、また図 6-9に示すように、75%、83%が女性となっ
ている。 
一方、（２）で述べたように、平成１９年調査では、買い物、通院といった日常的な


















     １０代  ２０代  ３０代  ４０代 ５０代 ６０代 
７ ０ 代
以上 
男性 ①運行本数 4.4 3.9 4.3 4.4 4.5 4.6 4.5 
  ②運賃 3.4 3.5 3.8 4.2 4.1 4.6 4.2 
  ③時間の正確さ 3.2 3.3 3.4 3.6 3.7 4.1 4.1 
  ④駅の快適性・使いやすさ 3.8 3.6 3.7 3.7 3.9 4.3 3.9 
  ⑤駅への行きやすさ 4.2 3.7 3.6 3.8 3.9 4.3 4.0 
  ⑥始発時刻・終発時刻 4.0 3.7 4.3 4.1 4.2 4.4 4.5 
  ⑦混雑具合 2.8 2.7 2.7 2.8 2.9 3.6 3.6 
  ⑧車両の快適性 3.5 3.1 3.3 3.5 3.5 4.1 4.1 
女性 ①運行本数 4.1 3.7 4.1 4.5 4.5 4.7 4.8 
  ②運賃 3.2 3.9 4.0 4.1 4.3 4.6 4.7 
  ③時間の正確さ 3.2 3.8 3.4 3.4 3.8 4.2 4.4 
  ④駅の快適性・使いやすさ 3.5 3.9 3.9 3.8 3.9 4.2 4.4 
  ⑤駅への行きやすさ 3.5 3.7 3.8 3.6 3.8 4.1 4.2 
  ⑥始発時刻・終発時刻 3.5 3.7 3.8 4.1 4.1 4.4 4.3 
  ⑦混雑具合 2.0 2.9 2.8 3.0 2.9 3.6 3.6 
  ⑧車両の快適性 2.7 3.2 3.2 3.1 3.3 4.0 4.0 
男女計 ①運行本数 4.1 3.8 4.2 4.4 4.5 4.6 4.7 
  ②運賃 3.3 3.8 3.9 4.1 4.2 4.6 4.6 
  ③時間の正確さ 3.2 3.6 3.4 3.5 3.7 4.2 4.3 
  ④駅の快適性・使いやすさ 3.5 3.8 3.8 3.7 3.9 4.2 4.2 
  ⑤駅への行きやすさ 3.6 3.7 3.7 3.7 3.8 4.1 4.1 
  ⑥始発時刻・終発時刻 3.6 3.7 4.0 4.1 4.2 4.4 4.4 
  ⑦混雑具合 2.1 2.8 2.8 2.9 2.9 3.6 3.6 







表6-10 性、年齢別の満足度  












































































































図 6-10 買物目的利用者の評価の変化  
（5段階のうち「満足」＋「やや満足」の割合） 
 











































休日の総交通量は、図 6-12 に示すように、平成１８年度調査では、5,576 トリップ




は 14 倍となっており、「岩瀬浜」の発着交通量は全体の 34%を占めている。また、時




調査に比べ 1,683 トリップ約 30%の減尐となっている。また、平成１９年度調査の 9






































富山駅北   - - 2.70  - 4.02  2.25  - 2.48  3.14  2.59  4.19  17.27  5.24  
ｲﾝﾃｯｸ本社前 -   - - - - - - - - - - - - 
奥田中学校前 - -   - - - - - - - - - - - 
下奥井 3.97  - -   - 0.00  2.06  - 0.00  0.00  1.55  1.37  7.26  3.41  
粟島 - - - -   - - - - - - - - - 
越中中島 4.22  - - 0.00  -   0.00  - 2.09  0.00  1.05  0.93  11.55  4.10  
城川原 2.89  - - 0.00  - 0.00    - 0.00  0.00  2.10  1.15  5.27  3.05  
犬島新町 - - - - - - -   - - - - - - 
蓮 町 2.16  - - 0.00  - 0.78  0.00  -   0.00  1.04  2.11  1.39  2.28  
大広田 3.42  - - 0.00  - 1.05  3.16  - 0.00    0.00  0.00  0.00  4.43  
東岩瀬 4.59  - - 1.71  - 0.91  0.00  - 0.00  0.00    0.00  0.00  4.52  
競輪場前 3.80  - - 3.48  - 1.19  1.61  - 1.74  3.13  0.00    0.00  3.40  
岩瀬浜 13.24  - - 7.18  - 0.00  10.25  - 5.13  0.00  0.00  0.00    13.64  




  平成１８年度調査における目的別交通量の特徴的なことは、図 6-14 に示すように、
富山ライトレールの利用を目的にした交通が 763 トリップ、観光目的交通が 742 トリ
ップとなっていることである。調査実施時に、観光目的の交通を誘発する観光施設の新
41































～6 7～8    9～10  11～12  13～14  15～16  17～18  19～20  21～
時台 時台 時台 時台 時台 時台 時台 時台 時台
(トリップ)






自体を目的とする交通は、約 1,500 トリップとなり、増加トリップ数の 33%に達して
いると考えられる。 
  富山ライトレールの利用を目的とする交通は、全交通量の約 50%が起点の「富山駅
北」から乗車し、終点の「岩瀬浜」で降車しており、観光目的交通も、全交通量の約
40%が「富山駅北」から乗車し、[岩瀬浜」で降車している。   









調査においては、観光目的 458 トリップ、富山ライトレール乗車目的が 303 トリップ
と大幅に減尐し、両目的併せて 750 トリップの減尐となっている。また、これらの交




















































































①運行本数 4.4 4.7 4.4 4.4 4.5 4.4 4.3 4.5 4.5 
②運賃 4.0 4.6 4.3 4.5 4.4 4.8 4.7 4.3 4.5 
③時間の正確さ 3.3 3.7 4.1 4.5 4.2 4.5 4.5 4.4 4.5 
④駅の快適性・使いすさ 3.7 4.1 4.3 4.2 4.2 4.5 4.6 4.2 4.3 
⑤駅への行きやすさ 3.9 4.3 4.1 4.0 3.9 4.0 4.0 4.2 4.1 
⑥始発時間・終電時間 4.0 4.4 3.9 4.1 4.1 4.0 4.0 4.2 4.3 
⑦混雑具合 3.1 3.0 3.2 3.5 3.3 3.4 3.4 3.3 3.3 
⑧車両の快適性 3.5 3.3 4.0 4.0 3.9 4.3 4.2 4.3 3.8 
① ⑧の平均 3.7 4.0 4.0 4.1 4.1 4.2 4.2 4.2 4.2 
表 6-12 目的別満足度（休日） 
 




  まず、通勤・通学目的交通の手段分担の変化状況を見ると、図 6-15 に示すように、
富山ライトレールの整備により、通勤・通学目的交通における分担率がＪＲ富山港線時
より 2.6 ポイント増加し、送迎を含めた自動車利用が 1.6 ポイント減尐している。また、
平日の買い物交通は、図 6-16に示すように、1.3 ポイント、通院は、図 6-17 に示すよ
うに、2.6 ポイント富山ライトレールの分担率が高まる一方で、送迎を含めた自動車利
















































































平成１７年度 16,481 人から、平成１８年度は約 3 倍の 50,169 人に、平成１９年度は






























































              図 6-20 新しく改修された店舗 
          
 
 ライトレール 自家用車 観光バス 徒歩・自転車 
富山市内  (18 サンプル) 35% 59% 0% 6% 
富山市外  (17 サンプル) 29% 65% 0% 6% 
富山県外  (42 サンプル) 86% 14% 0% 0% 
合    計  (77 サンプル) 62% 35% 0% 3% 




その結果、全体の 61%にあたる 14 店舗から回答があり、その結果をもとに、沿線地
域の活性化に対する影響を把握する。 
まず、来訪者、売り上げとも七割の商業者が増加したと回答、来訪者、売り上げの平


















         図 6-21 商売への影響（N=13） 
    
 

























































                            出典：富山港線ＬＲＴ化の整備効果に関する研究会報告書 
図 6-22 分析対象エリア（富山ライトレール駅の 500ｍ圏域） 






しかし、駅を中心とした 500m 圏内での建築着工件数は、表 6-15 に示すように、富
山ライトレールが整備された平成１８年度以降増加傾向にあり、平成１８年度は前年度





































   16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
富山港線沿線 
500ｍ圏域 
北部    16 18    22   2７ 
中部    20   27    31    18 
南部    54    50    72   67 
総計    90   95(1.06)  125(1.32)  112(0.90) 







     
  
                                                       
 H17/H16 H18/H17 H19/H18 H20/H19 
富山港線沿線 
500ｍ圏域 
住居系 平均（5 箇所） -6.5% -3.8% -2.0% -0.7% 
商業系 平均（4 箇所） -13.4% -3.1% -0.8% +3.7% 
工業系 平均（1 箇所） -10.2% -7.4% -6.3% -4.5% 
 平均（10 箇所） -11.7% -3.5% -1.4% +2.2% 
旧富山市 
市街化区域 
住居系 平均（47 箇所） -8.8%  -4.7%  -3.3%  -2.0%  
商業系 平均（21 箇所） -10.6%  -6.5%  -4.0%  -1.3%  
工業系 平均（14 箇所） -9.2%  -6.4%  -4.8%  -3.2%  














  H16.1→17.1 H17.1→18.1 H18.1→19.1 H19.1→20.1 
500m 駅勢圏内全域 -208  -207  -192  -178   
  
北部 -61  -49  -95  -80   
中部 +46  -21    -18 +1   
南部 -193  -137    -79  -99   
旧 富 山 市 +77  -552  -851  -707   
  市街化区域内 375  -231    -448  -158   
表 6-17ライトレール沿線の人口の変化  
 


























































































































































鉄道・軌道では、時間あたり 6 本以上だと、85%が満足、やや満足と回答し、4 本以
上 6 本未満では、70%が満足、やや満足と回答している。また、時間あたり 3 本未満に
なると評価は大きく低下し、2 本以上 3 本未満で 24%、2 本未満で 7%しか満足、やや
満足と回答していない。（図 7-5） 
この傾向は、バスにおいても同様で、時間あたり 6 本以上だと 92%が満足、やや満
足と回答し、4 本以上 6 本未満だと、53%が満足、やや満足と回答している。また、時
間あたり 2 本以上 3 本未満で 18%、2 本未満では、5%しか満足、やや満足と回答して
いない。 








調査時期 発送日 ：平成 18年 6月 27日(火) 
投函締切：平成 18年 7月 10日(月) 
回収率 配布：計 8,887件 
回収：3,514 件（回収率：39.5％） 












































満足 やや満足 普通 やや不満 不満
図 7-1 運行頻度の評価（ＪＲ利用者） 















































満足 やや満足 普通 やや不満 不満
図 7-3 運行頻度の評価（富山ライトレール利用者） 
図 7-4 運行頻度の評価（市内電車利用者） 












































満足 やや満足 普通 やや不満 不満
図 7-6 運行頻度の評価（バス利用者） 








  希望あり 希望なし 
1.JR 57.4% 42.6% 
2.地鉄 50.6% 49.4% 
3.富山ライトレｰル 32.9% 67.1% 
4.市内電車 38.9% 61.1% 
5.バス 48.7% 51.3% 
合計 48.4% 51.6% 













































表 7-2 運行頻度の増加希望の有無 
図 7-9  利用する公共交通の実際の運行本数と希望する運行本数 
６～
2 21 36 34 45 17
４～６
1 81 105 27 29 3
３～４
11 170 68 20 1 1
２～３
28 35 4 4 1
０～２
13 30 1 2 0 0


























とと総合して判断すると、富山市においては、1 時間あたり 4 本以上の頻度で運行する
ことが、利用者が満足と感じるに足るサービスレベルであるが、鉄道・軌道については、































































































トレールの始発時刻である、5 時 30 分が不満を感じない基準と考えることが出来る。 
















































































図 7-13 日頃利用している公共交通機関の終発時刻の評価 
 
表 7-3  路線別始発終発時刻（平成１９年３月現在） 





歩交通で無理なく移動できる距離(300m)を基準に、300m 以内、300m 以上 1,000m 以
内、1,000m 以上の三区分に分け、鉄道・軌道では、自転車利用も想定し 10 分で到達
可能な(1.5km)を基準に駅・電停までの距離を 500m 以内、500m 以上 1,500m 以内、
1,500m 以上の三区分に分け、評価している。 
その結果、鉄道・軌道については、図 7-14 から図 7-17 に示すように、駅・電停まで
の距離が 500m 以内だと、富山ライトレール、ＪＲ、富山地方鉄道では、40%~50%が
満足、やや満足と回答し、路面電車では、32%が満足、やや満足と回答している。また、























満足 やや満足 普通 やや不満 不満






































満足 やや満足 普通 やや不満 不満
図 7-15 駅アクセス距離に対する評価（富山地方鉄道） 
図 7-16 駅・電停アクセス距離に対する評価（富山ライトレール） 













その結果、鉄道・軌道においては、オフピーク時には 1 時間あたり尐なくとも 3 本以
上で、ピーク時には 1 時間あたり 4 本以上の頻度で運行すること、バスにおいては 1
























満足 やや満足 普通 やや不満 不満









７年国勢調査において、人口 10 万人以上の全国 255 都市(東京都区部は一つの特別区と
して整理)全てを対象に、オフピーク時(9 時から 17 時)の時間あたり運行本数が、鉄道・


























































等人口規模が 50 万人以上であることの他に、市街化区域等人口密度 50 人／ha 以上の
都市は、都市規模にかかわらず、沿線人口割合が 50%を超えていることが明らかとな
った。 









































札幌市 191,663,179 251,662,633 76.2% 1,880,863 1,500,623 1,769,448 84.8% 79.8% 
仙台市 91,217,717 183,318,874 49.8% 1,025,098 592,985 910,940 65.1% 57.8% 
宇都宮市 21,696,167 83,494,388 26.0% 502,396 116,118 356,187 32.6% 23.1% 
新潟市 60,490,683 119,094,611 50.8% 813,847 340,104 535,813 63.5% 41.8% 
静岡市 62,805,089 102,972,617 61.0% 713,723 382,306 566,362 67.5% 53.6% 
浜松市 35,680,533 93,808,675 38.0% 804,032 188,449 426,263 44.2% 23.4% 
姫路市 52,474,784 116,413,106 45.1% 536,232 224,402 388,368 57.8% 41.8% 
岡山市 46,501,898 106,592,926 43.6% 696,172 254,055 461,860 55.0% 36.5% 
広島市 120,078,937 175,840,736 68.3% 1,154,391 782,924 968,236 80.9% 67.8% 
松山市 41,585,107 70,852,325 58.7% 514,937 260,667 382,791 68.1% 50.6% 
北九州市 105,097,613 212,836,082 49.4% 993,525 595,254 886,845 67.1% 59.9% 
福岡市 131,999,340 158,883,375 83.1% 1,401,279 1,174,116 1,307,962 89.8% 83.8% 
熊本市 54,132,908 102,048,020 53.0% 669,603 335,637 566,825 59.2% 50.1% 
鹿児島市 41,276,350 88,770,367 46.5% 604,367 287,911 475,195 60.6% 47.6% 
旭川市 25,752,471 92,062,588 28.0% 355,004 97,325 331,696 29.3% 27.4% 
青森市 21,009,637 52,666,196 39.9% 311,508 110,729 235,844 47.0% 35.5% 
盛岡市 19,191,518 52,250,083 36.7% 300,746 98,265 222,996 44.1% 32.7% 
秋田市 13,502,590 73,621,309 18.3% 333,109 63,259 266,659 23.7% 19.0% 
郡山市 9,614,564 71,217,002 13.5% 338,834 53,604 252,328 21.2% 15.8% 
いわき市 13,493,246 104,897,655 12.9% 354,492 39,258 220,440 17.8% 11.1% 
前橋市 8,753,553 43,825,798 20.0% 318,584 37,888 180,747 21.0% 11.9% 
高崎市 18,764,802 51,610,496 36.4% 339,932 75,533 194,384 38.9% 22.2% 
富山市 22,461,993 72,100,377 31.2% 421,239 88,203 234,204 37.7% 20.9% 
金沢市 30,908,685 89,199,937 34.7% 454,607 176,226 389,928 45.2% 38.8% 
長野市 28,228,136 60,113,688 47.0% 378,512 134,129 248,035 54.1% 35.4% 
岐阜市 36,430,951 85,871,518 42.4% 413,367 173,207 324,295 53.4% 41.9% 
豊橋市 22,635,792 59,173,617 38.3% 372,479 126,993 261,391 48.6% 34.1% 
大津市 35,759,153 60,825,647 58.8% 323,719 170,882 244,556 69.9% 52.8% 
和歌山市 23,285,602 72,778,048 32.0% 375,591 119,213 298,269 40.0% 31.7% 
倉敷市 32,585,798 124,747,272 26.1% 469,377 129,677 313,209 41.4% 27.6% 


































福山市 30,724,972 109,258,897 28.1% 459,087 120,875 313,607 38.5% 26.3% 
高松市 40,282,527 67,502,583 59.7% 418,125 175,340 249,237 70.4% 41.9% 
高知市 18,920,985 55,385,746 34.2% 333,484 109,048 273,873 39.8% 32.7% 
久留米市 25,362,814 37,184,819 68.2% 306,434 131,335 176,954 74.2% 42.9% 
長崎市 44,333,327 71,771,682 61.8% 455,206 252,229 325,879 77.4% 55.4% 
大分市 26,816,593 116,016,560 23.1% 462,317 130,263 363,064 35.9% 28.2% 
宮崎市 14,345,753 58,250,888 24.6% 366,897 76,649 250,377 30.6% 20.9% 
那覇市 25,348,663 32,918,638 77.0% 312,393 244,783 297,942 82.2% 78.4% 
函館市 26,370,094 47,099,387 56.0% 294,264 155,692 244,457 63.7% 52.9% 
小樽市 22,616,618 43,958,976 51.4% 142,161 92,950 121,794 76.3% 65.4% 
室蘭市 13,283,913 38,168,414 34.8% 98,372 30,504 82,756 36.9% 31.0% 
釧路市 14,766,855 54,336,198 27.2% 190,478 57,476 166,930 34.4% 30.2% 
帯広市 12,218,560 45,087,078 27.1% 170,580 43,544 150,154 29.0% 25.5% 
北見市 4,969,845 32,618,458 15.2% 129,365 17,686 94,135 18.8% 13.7% 
苫小牧市 21,917,483 158,791,329 13.8% 172,758 91,194 160,743 56.7% 52.8% 
江別市 17,991,619 30,261,488 59.5% 125,601 81,652 110,149 74.1% 65.0% 
弘前市 9,132,236 29,491,379 31.0% 189,043 39,394 116,770 33.7% 20.8% 
八戸市 22,846,474 57,203,878 39.9% 244,700 93,818 171,703 54.6% 38.3% 
一関市 1,415,921 12,937,344 10.9% 125,818 4,582 27,727 16.5% 3.6% 
横手市 1,558,152 19,171,536 8.1% 103,652 4,664 29,828 15.6% 4.5% 
山形市 13,925,324 40,383,234 34.5% 256,012 71,483 170,817 41.8% 27.9% 
鶴岡市 2,176,866 20,218,907 10.8% 142,384 7,343 65,125 11.3% 5.2% 
酒田市 2,178,460 27,686,090 7.9% 117,577 7,152 65,804 10.9% 6.1% 
福島市 14,333,130 54,097,222 26.5% 290,869 65,934 178,723 36.9% 22.7% 
会津若松市 4,253,070 25,161,169 16.9% 131,389 20,965 91,996 22.8% 16.0% 
水戸市 19,611,876 42,558,949 46.1% 262,603 82,863 164,028 50.5% 31.6% 
日立市 26,980,296 50,172,831 53.8% 199,218 97,948 160,463 61.0% 49.2% 
土浦市 12,174,874 31,901,302 38.2% 144,060 42,543 94,807 44.9% 29.5% 






































つくば市 6,400,400 55,602,599 11.5% 200,528 22,524 81,593 27.6% 11.2% 
ひたちなか市 5,284,638 42,104,273 12.6% 153,639 15,594 108,061 14.4% 10.1% 
小山市 5,298,713 32,896,090 16.1% 160,150 23,150 101,274 22.9% 14.5% 
桐生市 7,877,075 32,821,312 24.0% 128,037 29,105 87,897 33.1% 22.7% 
伊勢崎市 2,924,415 39,650,223 7.4% 202,447 11,782 109,364 10.8% 5.8% 
太田市 7,343,058 39,455,420 18.6% 213,299 20,799 98,058 21.2% 9.8% 
熊谷市 8,878,903 24,571,905 36.1% 204,675 47,761 102,841 46.4% 23.3% 
深谷市 4,406,394 18,898,309 23.3% 146,461 22,438 71,276 31.5% 15.3% 
長岡市 14,180,966 42,311,641 33.5% 283,224 63,282 130,933 48.3% 22.3% 
三条市 2,227,368 15,034,765 14.8% 104,749 10,757 48,997 22.0% 10.3% 
新発田市 806,205 18,011,878 4.5% 104,634 3,505 54,019 6.5% 3.4% 
上越市 5,179,642 45,700,699 11.3% 208,082 19,929 100,133 19.9% 9.6% 
高岡市 8,769,633 37,883,390 23.1% 181,229 28,778 114,096 25.2% 15.9% 
小松市 1,065,280 22,796,837 4.7% 109,084 4,401 55,739 7.9% 4.0% 
白山市 1,627,296 10,084,414 16.1% 109,450 6,772 28,876 23.5% 6.2% 
福井市 10,234,530 53,468,927 19.1% 269,144 48,739 183,059 26.6% 18.1% 
甲府市 9,034,988 33,227,818 27.2% 199,749 47,263 156,652 30.2% 23.7% 
松本市 13,994,145 37,420,513 37.4% 227,627 51,285 136,052 37.7% 22.5% 
上田市 2,062,302 16,209,857 12.7% 163,651 8,311 48,553 17.1% 5.1% 
大垣市 7,240,795 31,940,350 22.7% 162,070 35,475 102,692 34.5% 21.9% 
多治見市 4,827,207 27,147,269 17.8% 114,876 17,278 75,404 22.9% 15.0% 
各務原市 15,113,002 28,739,108 52.6% 144,174 60,248 95,988 62.8% 41.8% 
沼津市 12,064,621 34,133,632 35.3% 208,005 67,785 156,953 43.2% 32.6% 
三島市 7,850,629 13,997,718 56.1% 112,241 46,736 76,343 61.2% 41.6% 
富士宮市 8,603,382 23,468,519 36.7% 121,779 32,844 80,748 40.7% 27.0% 
富士市 17,351,087 59,200,394 29.3% 236,474 60,307 193,939 31.1% 25.5% 
磐田市 3,921,677 27,718,499 14.1% 170,899 16,143 77,763 20.8% 9.4% 
焼津市 6,227,129 18,096,887 34.4% 120,109 29,917 76,997 38.9% 24.9% 





































藤枝市 6,870,036 18,154,835 37.8% 129,248 31,963 69,740 45.8% 24.7% 
豊川市 14,413,440 24,796,136 58.1% 137,417 65,195 98,328 66.3% 47.4% 
津市 24,387,160 54,043,477 45.1% 288,538 84,484 148,607 56.9% 29.3% 
伊勢市 10,480,208 24,250,267 43.2% 134,973 40,807 70,340 58.0% 30.2% 
松阪市 8,950,328 27,912,038 32.1% 168,973 28,690 79,094 36.3% 17.0% 
鈴鹿市 19,609,316 40,337,932 48.6% 193,114 70,592 118,099 59.8% 36.6% 
伊賀市 751,251 15,029,537 5.0% 100,623 3,554 30,458 11.7% 3.5% 
彦根市 7,405,685 25,932,047 28.6% 109,779 23,435 74,903 31.3% 21.3% 
草津市 6,652,644 18,794,812 35.4% 121,159 42,340 89,782 47.2% 34.9% 
明石市 30,876,399 39,326,968 78.5% 291,027 228,337 266,802 85.6% 78.5% 
加古川市 17,485,472 41,805,084 41.8% 267,100 107,613 193,168 55.7% 40.3% 
鳥取市 3,387,532 37,058,002 9.1% 201,740 17,272 116,633 14.8% 8.6% 
米子市 6,295,439 16,578,266 38.0% 149,584 22,624 64,535 35.1% 15.1% 
松江市 1,535,815 25,033,037 6.1% 196,603 6,423 86,902 7.4% 3.3% 
出雲市 7,148,056 20,073,487 35.6% 146,307 22,588 50,770 44.5% 15.4% 
呉市 21,386,718 35,247,268 60.7% 251,003 99,280 138,444 71.7% 39.6% 
三原市 4,243,085 21,627,758 19.6% 104,196 14,081 48,883 28.8% 13.5% 
尾道市 5,722,777 19,151,643 29.9% 150,225 20,451 55,460 36.9% 13.6% 
東広島市 6,370,010 25,868,785 24.6% 184,430 22,556 58,845 38.3% 12.2% 
下関市 25,759,064 56,543,564 45.6% 290,693 102,760 192,436 53.4% 35.4% 
宇部市 12,656,857 72,870,204 17.4% 178,955 42,842 145,571 29.4% 23.9% 
山口市 14,729,950 23,424,696 62.9% 191,677 52,342 79,012 66.2% 27.3% 
防府市 1,762,692 32,266,738 5.5% 116,818 5,711 77,457 7.4% 4.9% 
岩国市 8,143,168 28,994,022 28.1% 149,702 33,605 75,296 44.6% 22.4% 
周南市 4,647,344 42,079,501 11.0% 152,387 22,544 104,305 21.6% 14.8% 
徳島市 15,619,037 38,542,130 40.5% 267,833 85,134 179,218 47.5% 31.8% 
丸亀市 5,657,639 15,847,192 35.7% 110,085 18,509 41,911 44.2% 16.8% 
今治市 1,442,852 24,605,562 5.9% 173,983 5,950 74,651 8.0% 3.4% 












































西条市 500,624 25,025,150 2.0% 113,371 2,782 43,514 6.4% 2.5% 
大牟田市 7,311,396 39,450,638 18.5% 131,090 31,968 112,859 28.3% 24.4% 
春日市 7,811,238 13,332,906 58.6% 108,402 71,173 106,911 66.6% 65.7% 
佐賀市 8,464,894 28,448,941 29.8% 206,967 36,125 126,581 28.5% 17.5% 
唐津市 7,278,445 17,079,070 42.6% 131,116 28,391 47,066 60.3% 21.7% 
佐世保市 30,526,446 48,299,087 63.2% 258,262 116,029 160,857 72.1% 44.9% 
諫早市 13,472,120 29,154,947 46.2% 144,034 47,631 73,846 64.5% 33.1% 
八代市 2,361,691 23,860,387 9.9% 136,886 8,274 60,989 13.6% 6.0% 
別府市 16,403,598 28,078,997 58.4% 126,959 79,246 118,757 66.7% 62.4% 
都城市 1,799,248 24,540,987 7.3% 170,955 4,881 69,590 7.0% 2.9% 
延岡市 3,436,019 25,772,497 13.3% 135,182 12,326 80,360 15.3% 9.1% 
薩摩川内市 2,741,853 14,406,045 19.0% 102,370 7,397 29,900 24.7% 7.2% 
浦添市 7,677,869 14,561,945 52.7% 106,049 61,369 100,640 61.0% 57.9% 
沖縄市 10,142,796 18,982,227 53.4% 126,400 58,688 104,526 56.1% 46.4% 
うるま市 11,214,139 17,247,969 65.0% 113,535 44,721 64,155 69.7% 39.4% 
合 計 2,543,317,880 6,642,260,734 38.3% 37,033,722 13,899,598 26,032,352 53.4% 37.5% 









































































































































































































































































札 幌 市 1,880,863 1,500,623 1,769,448 0.85  18.9%  
仙 台 市 1,025,098 592,985 910,940 0.65  14.5%  
宇 都 宮 市 502,396 116,118 356,187 0.33  6.6%  
静 岡 市 713,723 382,306 566,362 0.68  7.0%  
広 島 市 1,154,391 782,924 968,236 0.81  15.3%  
松 山 市 514,937 260,667 382,791 0.68  3.5%  
北 九 州 市 993,525 595,254 886,845 0.67  12.9%  
福 岡 市 1,401,279 1,174,116 1,307,962 0.90  17.3%  
熊 本 市 669,603 335,637 566,825 0.59  6.1%  
鹿 児 島 市 604,367 287,911 475,195 0.61  10.5%  
盛 岡 市 300,746 98,265 222,996 0.44  6.0%  
郡 山 市 338,834 53,604 252,328 0.21  2.7%  
高 崎 市 339,932 75,533 194,384 0.39  4.3%  
金 沢 市 454,607 176,226 389,928 0.45  6.6%  
岐 阜 市 413,367 173,207 324,295 0.53  7.3%  
高 知 市 333,484 109,048 273,873 0.40  2.5%  
小 樽 市 142,161 92,950 121,794 0.76  19.2%  
弘 前 市 189,043 39,394 116,770 0.34  4.3%  
上 越 市 208,082 19,929 100,133 0.20  4.0%  
小 松 市 109,084 4,401 55,739 0.08  2.6%  
白 山 市 109,450 6,772 28,876 0.23  0.0%  
磐 田 市 170,899 16,143 77,763 0.21  4.5%  
松 江 市 196,603 6,423 86,902 0.07  3.7%  
呉 市 251,003 99,280 138,444 0.72  13.9%  
徳 島 市 267,833 85,134 179,218 0.48  2.2%  
今 治 市 173,983 5,950 74,651 0.08  1.2%  
諫 早 市 144,034 47,631 73,846 0.65  6.1%  
浦 添 市 106,049 61,369 100,640 0.61  4.6%  
 
表 7-5  全国ＰＴ調査による都市別公共交通分担率データの存する地方都市一覧 










までの 5 年間の人口変化を分析する。 
次に、公共交通のサービスレベルとして、運行頻度の高低が沿線地域の人口集積にど
のような影響を与えているかをより直接的に分析するため、人口 10 万人以上の地方都
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都市人口 37,033,722 36,900,049 1.004 
市街化区域等人口 26,032,352 25,973,478 1.002 










表 7-6  利便性の高い公共交通が存在する人口１０万人以上の１３２の地方都市 








































   
 
   



























































本調査は、7.3 において使用した国土交通省の調査対象となった、全国の人口 10 万
人以上の 140 都市のすべての、鉄道・軌道の駅・電停 2,452 を対象として、この駅・
電停を、7.3 において使用した 7.2 のサービスレベルに匹敵するオフピーク時（9 時か
ら 17 時）の時間あたりの運行本数が３本以上の駅・電停のデータに基づき、市街化区
域等の運行本数が 3 本以上ある利便性の高い駅・電停、3 本未満で利便性の高くいない
駅・電停、市街化区域等に存しない駅・電停の３つに分類し、それぞれの沿線地域とし
て、駅・電停を中心に 500m 駅勢圏をとり、これと平成１７年、平成１２年、平成７年







 全国の人口 10 万人以上の地方都市の鉄道・軌道の駅・電停 2,452 の内訳と、各駅勢
圏における人口を整理し表 7-7 に示す。まず、市街化区域等と駅勢圏のエリアが重なる
駅・電停は、1,877 存在し、その 63.1%にあたる 1,185 の駅・電停が、オフピーク時に
時間あたり 3 本以上の運行本数のある駅・電停(以下「サービスレベルの高い駅・電停」
という)となっている。残り 692 の駅・電停は、3 本未満の運行頻度となっている（以
下「サービスレベルの高くない駅・電停」という）。そして、575 の駅・電停が、市街
化区域等以外に存在している。 
 また、各グループの駅・電停の 500m 駅勢圏の平成１７年の人口は、サービスレベル
の高い駅・電停の駅勢圏、サービスレベルの高くない駅・電停の駅勢圏、市街化区域等
外の駅・電停の駅勢圏の順で、それぞれ、約 344 万人、約 141 万人、約 30 万人となっ
ている。サービスレベルの高い駅・電停の駅勢圏人口は、7.3 の公共交通沿線地域人口

























































1,185 3,443,237 3,361,501 3,323,068 1.024 1.036 
サービスレベルの
高くない駅・電停 

















表 7-7  地方都市における鉄道・軌道のサービスレベル(運行頻度)が駅勢圏人口の動向
に与える影響 













都市人口 28,854,354 28,631,865 1.008 
市街化区域等人口 20,691,037 20,585,546 1.005 









平均 3,921 人で、サービスレベルの高くいない駅・電停の駅勢圏人口 2,180 人の 1.8 倍、
市街区域等外の駅・電停の駅勢圏人口 522 人の 7.5 倍となっている。また、それぞれの










駅 勢 圏 人 口
(平成 17年) 
   (A) 
一駅あたりの
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表 7-8  7.2 のサービスレベル(運行頻度)以上の運行をしている鉄道・軌道が存在する
88都市の人口動向 
    の人口動向 
 







方都市 140 都市の駅・電停 2,452 のうち、500m 駅勢圏が市街化区域等と重なる駅・電
停について、平成１７年１０月現在の運行頻度を、時刻表を基に調査し、運行頻度ごと
に 6 つのグループに分類した。 
そして、グループごとの一駅あたりの平成１７年、平成７年の駅勢圏人口および 10
年間の人口の伸び率を求め、表 7-10に示す。また、平成１７年と平成７年の 10 年間の
運行頻度別の一駅あたりの駅勢圏人口の増減を図 7-28に示す。 
この図から明らかなように、運行本数が多いほど、沿線地域の人口増加率は高く、運



















1本未満 136 1,462 1,500 -2.59 
1本以上 2 本未満 400 1,945 1,993 -2.43 
2本以上 3 本未満 353 2,655 2,655 0.00 
3本以上 4 本未満 134 3,024 2,971 1.77 
4本以上 6 本未満 247 3,291 3,211 2.47 
6本以上 638 4,807 4,645 3.49 











査や富山ライトレールの実績を考慮して検討した。その結果、1 時間あたり 4 本以上の
運行頻度を有する事を基本とし、鉄道・軌道においては、オフピーク時で 1 時間あたり
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